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【論説】

マイノリティと Affirmative Action
――マイノリティの政治力と人種グループ間の緊張関係――

茂木 洋平
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Ⅰ　はじめに

１　問題の所在
（1）マイノリティの位置づけ

Affirmative Action（AA）の 1 つの性質として、対象となったグループ
に社会的資源を付与する一方で、他のグループに対して社会的資源を喪失さ
せ、その獲得のハードルを高めることが挙げられる。AA の問題は、特定の
グループがその政治力を行使して不公正に社会的資源を獲得し、他者を排除
しているのか否かにあるとされる 1。AA の策定権限がそれにより社会的資源
を受けるグループにないとき、不利益を受けるグループは自ら利益を放棄し
ており、AA に問題はないとされる 2。従来の学説では、マイノリティには政
治力がなく、社会的資源の獲得に際し、マイノリティは敗れ続けると認識さ
れた 3。AA を支持する見解では、マジョリティ（判断形成者）がマイノリテ
ィに不利益を及ぼす場合、それは敵意に基づく排除であり、憲法上問題があ
るとされる 4。他方、判断形成者（マジョリティ）が AA によってマイノリテ
ィに社会的資源を付与する場合、社会的資源の喪失者（判断形成者であるマ
ジョリティ）は敵意によって排除されず、憲法上問題ないとされる 5。AA に
肯定的な見解は、社会的資源を求める際に、マイノリティは競争で勝利する
可能性はなく、AA による社会的資源の付与はマジョリティが自ら決定した
と理解する。

これに対し、アメリカ合衆国の最高裁（合衆国最高裁）では、（基本的に
AA に反対だがその合憲性判断に際して事例ごとに判断を変える）中間派や

（常に違憲判断を下す）否定派の裁判官は、マイノリティに政治力がないと
の理解を否定し、各マイノリティは社会的資源を求めて競争し、ときにそれ
らのグループが判断形成者となり、あるいは多数派を形成しなくとも判断形
成に影響を及ぼすと考えた。それらの裁判官は、各マイノリティが AA に
よる社会的資源の分配の判断に関わるため、AA の対象者は社会的資源を不
公正に獲得した可能性があると理解する。

マジョリティは自らの判断で社会的資源を放棄したのか。それとも、AA
は各マイノリティが判断形成に関わり、自らに社会的資源を付与する自己取
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引に過ぎないのか。この問題の考察が、本稿の 1 つの課題である。
（2）Affirmative Action の受益者と負担者

従来、AA は対象者（マイノリティ）と負担者（マジョリティ）という枠
組で理解され、その 1 つの問題はマジョリティ（白人）の平等保護の権利が
侵害されたかどうかにあるとされた 6。AA の肯定的見解は、マジョリティは
AA で社会的資源を喪失するだけで獲得はしないが 7、マイノリティの包含に
より社会全体に利益がもたらされ、AA はマジョリティにも有益だと主張し
た 8。そして、AA を廃止すると、マイノリティに不利益を及ぼす危険がある
とされた 9。だが、現在では、多様性に基づく AA は特定のマイノリティに不
利益を及ぼし、マジョリティ（白人）が社会的資源を獲得する場合があるこ
とが指摘される 10。アジア系の中でも成功を収めたグループ（日系や中国系
など）は、AA で不利益を受けるため、AA に反対する（Ⅷ）。AA の従来
の理解（AA はマイノリティに社会的資源を与え、マジョリティにそれを失
わせ、その獲得のハードルを高めるという理解）は、崩れている。本稿の 2
つ目の課題は、従来の理解（AA によりマジョリティが社会的資源を喪失し、
マイノリティがそれを獲得するという理解）が通用しなくなっていることを、
アジア系アメリカ人と AA の関係を考察することで明らかにするところに
ある。

（3）本稿の議論と日本のアファーマティブ・アクションとの関連

日本の学説では、アメリカ合衆国（合衆国）において AA は人種差別（人
種グループ間の社会経済的格差）を解消する施策として登場したと理解され
ている 11。マイノリティの社会経済的に不利な状況は差別の影響（差別によ
ってマジョリティが社会的資源を獲得し、マイノリティがそれを喪失する）
によって生じたという理解に基づいて、AA は人種を理由に対象者（マイノ
リティ）に社会的資源を付与し、対象外の者（マジョリティ）にその負担を
負わせると捉えられてきた 12。

日本の学説は合衆国の AA の参照価値が高いと考え 13、日本社会の内部に
差別の害が蓄積しており、日本の差別の歴史的文脈に照らすと 14、アファー
マティブ・アクションの導入の検討には合理性があり 15、それが採用可能だ
と主張された 16。

AA は「積極的差別救済措置」「積極的差別是正措置」「積極的差別解消措



桐蔭法学 29 巻 1 号（2022 年）

4

置」「積極的平等施策」「積極的格差是正措置」などと意訳される。それぞれ
の訳語には「積極的」、差別の「救済」「是正」「解消」、「平等」、「格差是
正」といった語が用いられ、それらの意訳は、AA は過去の差別の救済策で
あり、その目的は人種差別の弊害の救済にあるという理解に基づく。

日本の学説の多くは AA を肯定的に評価しているが、この背景には以上
のような AA の理解がある 17。この理解を前提に、日本の多くの学説は、逆
差別の危険などからアファーマティブ・アクションの合憲性は慎重に検討さ
れるべきだが、アファーマティブ・アクションに好意的な態度をとった 18。
だが、後述のように合衆国の AA の現状を見ると、マジョリティが利益の
最大化のために AA を使用し、結果として（社会経済的に成功を収めたグ
ループと社会経済的地位の低いグループを含めて）マイノリティに社会的資
源獲得のハードルを高める場合（Ⅱ３，Ⅴ１～３，Ⅶ１～２）、AA が特定
のマイノリティに社会的資源を付与する一方で、対象外のマイノリティに社
会的資源獲得のハードルが高められる場合などがある（Ⅱ１）。また、社会
的資源の獲得（AA の対象者となること）を求めて、マイノリティ同士で争
いが生じ（Ⅱ４～６）、日本の学説が前提とする AA の理解は崩れている。

日本の学説では、これらの問題を意識されている。例えば、合衆国には複
数のマイノリティが存在し、AA は特定のグループを対象者とし、被差別の
グループでも対象者から外れるグループがあり 19、AAによって対象者に付与
される社会的資源は、社会経済的地位に一定程度の成功を収めたマイノリテ
ィ（ユダヤ系、日系、中国系）の持つ社会的資源から捻出され 20、被差別の
グループであるにもかかわらず、AA のコストを負っていると認識する 21。故
に、特定のマイノリティへの社会的資源の付与は、他のマイノリティの社会
的資源を喪失させるため、AA の害悪を警戒せざるを得ないとされる 22。

また、日系や中国系は AA によって社会的資源（上位の高等教育機関の
入学枠）を喪失する危険があり、AA には好意的ではなく 23、これらのグルー
プから逆差別の主張が提起されていることも認識される 24。また、社会経済
的地位の低いアジア系が AA の対象者から外されている問題も指摘される 25。
さらには、社会的資源の獲得（AA の対象者となること）をめぐり、マイノ
リティ同士での衝突が生じており 26、これが AA の批判者によってそれを否
定するために用いられていることも古くから認識されていた 27。だが、日本
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の学説は AA が社会の格差是正に果たす役割が大きいと認識に基づき 28、AA
を肯定的に評価し、これらの問題を示唆しながらも詳細な検討はされなかっ
た。

日本の学説は、差別的立法（マイノリティに不利益を課す立法）とは異な
り、アファーマティブ・アクション（マイノリティを優遇する施策）は、多
数派が民主的過程を通じて是正することは容易であるため、厳格審査を適用
すべき理由はないとする 29。この理解の背景には、AA の策定に際して議会の
多数派は自らに不利な判断を下し 30、AAが人種的敵意に基づいていないとい
う想定があり 31、政治力のあるマジョリティが自己の利益を放棄し、マイノ
リティには政治力がなく、AA は自己取引ではないと理解されている。

AA はマジョリティ（白人）の中でも社会経済的地位の低いグループにそ
のコストを負わせる 32。AA の対象となる職は低給のものも多く、それらの職
は貧困なマジョリティ（白人）が占めており、AA を批判する 33。他方、マジ
ョリティの中でも社会経済的地位の高い者は AA によって社会的資源の獲
得を脅かされないため、AA に反対しないと分析される 34。また、アジア系の
中でも社会経済的に成功を収めたマイノリティは AA に伴う費用を負うこ
とからそれを批判しており（Ⅷ）、自発的に自己の社会的資源を放棄するこ
となどあるのかが疑問である。合衆国では州や自治体のレベルで、特定のマ
イノリティが政治的に多数派となる場合がある（Ⅲ３）。合衆国ではマイノ
リティが社会的資源の獲得（AA の対象者となること）を求めて競争し（Ⅱ
４～６）、政治的に多数派を占めるに至らなくとも、政治力のあるマイノリ
ティが判断形成機関に働きかけて自らを AA の対象者とし、他のマイノリ
ティに社会的資源獲得のハードルを高めることがある（Ⅲ４，５）。マイノリ
ティが常に政治的弱者である（政治的影響力を持たない）という理解は疑問
視され、マイノリティの中でも政治力に差があり、その差によって AA の
対象者に包含されるか否かが決まる場合がある（Ⅴ９）。

AA の負担者と受益者、マジョリティとマイノリティの政治力の現状は、
合衆国の複雑な人種問題から生じている（Ⅶ２）。他方、日本には合衆国ほ
ど顕著な人種問題はなく 35、合衆国ほどに多様な人種構成は存在せず、複雑
な人種関係はない 36。日本では人種ではなく主に男女共同参画の分野でアフ
ァーマティブ・アクションが問題とされ、負担者と受益者、政治力の問題は
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合衆国とは大きく異なり、本稿は合衆国特有の問題の考察にとどまる。だが、
日本ではアファーマティブ・アクションの憲法問題を検討する際に合衆国の
AA の議論が参照されており、日本で自明の前提とされてきた AA の議論が
正しいのかを検討しておくことは、日本のアファーマティブ・アクションと
合衆国の AA の体系的な比較検討をするための重要な作業となる。

２　構成
本稿は以下のように考察を進める。AA による社会的資源の分配をめぐっ

てはグループ間の緊張関係が存在し、マジョリティとマイノリティの争い、
マイノリティ同士の争いに関する議論を考察する（Ⅱ）。次に、社会的資源
の獲得を求める競争で、マイノリティがどのように位置づけられているのか
を考察する（Ⅲ）。アジア系アメリカ人の中には社会経済的に成功を収めた
グループが存在し、このことから多くの場合に AA の対象者から外されて
いる。アジア系アメリカ人の中には、差別の歴史を経験したグループや社会
経済的に不利な状況にあるグループがいるが、それにもかかわらず AA の
対象者から外れていることについて、合衆国最高裁が如何に認識しているの
かを考察する（Ⅳ）。アジア系を AA の対象者から外す発端となったのは、
モデルとなるマイノリティの概念（成功を収めたマイノリティが存在するこ
とから、AA が不要だとする考え）であり、この概念をめぐる問題点を考察
する（Ⅴ）。合衆国最高裁では、AA の合憲性を認める際に、AA に敬譲型
の厳格審査が適用され、AA の対象者を決定する際の判断形成機関の判断に
対して敬譲がなされており、これがアジア系アメリカ人に及ぼす影響を考察
する（Ⅵ）。マジョリティは多様性に基づく AA によってアジア系の中でも
成功を収めているグループを排除し、自らが社会的資源を獲得している。
AA が社会的資源を獲得するためにマジョリティに用いられている場合があ
ることを明らかにする（Ⅶ）。故に、アジア系の中でも成功を収めているグ
ループは AA に反対しており、どのような議論が展開されているのかを考
察する（Ⅷ）。これに対しては、成功を収めているマイノリティにも AA が
必要であるという議論が展開されており、その議論をめぐる問題を考察する

（Ⅸ）。最後に、本稿の議論をまとめる（Ⅹ）。
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Ⅱ　Affirmative Action をめぐるグループ間の緊張関係

１　人口構成の変化
裁判所と立法者が 1960 年代にはじめて AA を作り出したとき、黒人が人

口の約 10％を構成し、90% 近くが白人であり、合衆国は黒人と白人から構
成され 37、黒人と白人の 2 つの不平等な社会に向かっていると評された 38。
1960 年の時点で黒人はマイノリティの人口の 96％を構成し 39、合衆国には被
差別のマイノリティが無数にいたが、黒人はそれなりの規模のある唯一の人
種的マイノリティであった 40。当時の合衆国で周縁に置かれて不満や怒りを
抱き 41、人種的分断を引き起こす可能性が高いマイノリティは黒人であった 42。
故に、人種的分断を防ぎ、統合を進めていくために、AA が開始された当初、
AA は単一のマイノリティ（黒人）を保護し 43、機会を与えるために行われ
た 44。

AA によるマイノリティ（黒人）への社会的資源の付与は、マジョリティ
（白人）が獲得する社会的資源を減らすため、両者の間で緊張関係が生じた
（Ⅱ２）。他方、黒人以外のマイノリティが小規模であったことから、AA の
対象者に他のマイノリティを含めても、社会的資源の獲得に際して黒人に与
える影響は軽微であり、黒人と他のマイノリティの間での緊張関係は生じな
かった 45。

そこから 1990 年代にかけて、合衆国では人口構成に占めるマイノリティ
の割合が大幅に増え（特にヒスパニック）、1990 年代初頭にはマイノリティ
に占める黒人の割合は 50％程度にまで下がった 46。合衆国では、黒人だけが
考慮に値する規模のマイノリティではなくなった 47。合衆国に新たに流入し
たマイノリティが社会的資源を持たずに周縁に置かれる場合 48、彼らは敵意
を抱き、ときに暴力に訴える危険さえもあり 49、黒人以外のマイノリティの
人種的不均衡の放置は合衆国に深刻な影響をもたらすとされた 50。人種的分
断を避けるために、これらのマイノリティを AA に包含する必要があった 51。
これは黒人が AA によって獲得する社会的資源を減らし 52、黒人に大きな影
響を及ぼした 53。また、黒人以外のマイノリティの増加によって 54、AA によっ
て分配される社会的資源の総計は増え、社会的資源の獲得に関してマジョリ
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ティにも大きな影響を及ぼし 55、マイノリティとマジョリティの間での摩擦
が生じた 56。

２　マジョリティとマイノリティの争い
AA は合衆国市民にとって抽象的ではなく、具体的で 57、最も意識され 58、不

和をもたらす人種問題である 59。AA は合衆国に非常に大きな影響を及ぼし 60、
人種間の争いに火種をもたらし続けており 61、その合憲性をめぐる争いは合
衆国に人種的分断をもたらすとされる 62。AA自体には敵意はないと評する場
合も 63、AA のもたらす人種的分断の危険を考慮しなければならない 64。

誰もが獲得を望む希少な社会的資源は限られており 65、あるグループへの
社会的資源の付与は他者からそれを奪う 66。この問題は、マイノリティとマ
ジョリティの関係で捉えられてきた 67。

AA は、AA がなければ得ていた社会的資源の獲得について、マジョリテ
ィの中でも際にある者に否定する 68。AAは人々が獲得を望む社会的資源を奪
うため 69、AAによる社会的資源の喪失者は自身よりも資格の劣る者に締め出
されたと感じるときに不満を述べ 70、AAの対象者に敵意を抱く 71。AAから生
じた敵意や憤慨は、マジョリティとマイノリティの関係を悪化させ 72、両者
に緊張関係をもたらす 73。

合衆国最高裁では、（基本的に AA に否定的だが、AA の憲法適合性の審
査につき、事例ごとに判断を変える）中間派や（常に AA も違憲と判断す
る）否定派の裁判官によって、AA による社会的資源の喪失者が AA の対象
者に敵意と怒りを抱く可能性が認識され 74、中間派の裁判官は人種区分の使
用が人種的分断を加速すると強調してきた 75。

人種的分断への懸念から、否定派の裁判官は AA と差別的な人種区分を
区別せず 76、いずれの人種区分にも厳格審査の適用を要求し 77、何らの人種を
意識する手法も許容しない立場を示す 78。合衆国最高裁は、AA によって生じ
るマジョリティの怒りを懸念してきた 79。また、AA によって社会的資源の獲
得を否定されていない者でも、自身や家族と隣人が将来的に不利益を受ける
可能性を認識し 80、AA の対象者に敵意を抱くことがあるとされる 81。

AA はマジョリティに負担をかけるため、マジョリティとマイノリティの
間に不和をもたらし 82、社会を分断し 83、人種間の平和的共存を壊し 84、統合さ
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れた国家を分断するおそれがあるとされる 85。AAはマイノリティの中でも比
較的優位な状況にある者に直接的に利益を与えるため 86、AAに伴う負担を負
った個々のマジョリティの怒りと敵意をさらに増やし 87、それが人種的分断
を助長するとされる 88。

合衆国でマイノリティの人口は増加し続けており（Ⅱ１）、それがマジョ
リティに対する AA による社会的資源の喪失を拡大するとき 89、AA への政
治的支持が失われるのは疑いなく、合衆国の人口構成の変化は AA を内側
から破壊しているとされる 90。

さらに、マジョリティは、マイノリティの市民全員の資格が低いとみなす
可能性があり 91、AAは対象者に劣等性の烙印を押すことから 92、AAの受益者
にも憤慨を生じさせて両者の分裂を強めると指摘される 93。

３　マジョリティによるマイノリティの排除（Lowell 高校事件）
マジョリティとマイノリティの関係は、従来、AA によりマジョリティが

社会的資源を奪われ、マイノリティにそれが付与されるという構図で語られ
た。だが、マイノリティの中でも比較的成功を収めたグループ（日系や中国
系など）が登場すると、それとは逆の構図も見られた。

サンフランシスコの公立の Lowell 高校は、優秀な卒業生を輩出する評判
を得ている。サンフランシスコの公立高校の人種分離に異議を申し立てる
NAACP の訴訟に対応して、1983 年の同意判決は、Lowell 高校を含めて、
サンフランシスコのすべての学校での厳密な人種的及びエスニシティによる
クォータを設定した。特に、同意判決は、単一のグループが高校の 40% 以
上を構成できないと示した 94。当該同意判決は、生徒を 9 つの人種的及びエ
スニシティによる区分（スペイン系の名字の白人、他の白人、黒人、中国系、
日系、韓国系、フィリピン系、アメリカ人ディアン、他の非白人）に分類し
た。

Lowell 高校の入学者選抜は、GPA と規格化された試験の点数に基づくが、
当該高校は同意判決を守るために、人種及びエスニシティのグループごとに
足切りを設定した。例えば、1993 年に、中国系の志願者は合格するために
69 点満点中 66 点を獲得しなければならなかったが、黒人とスペイン系の名
字の子供は 56 点を獲得すれば有資格者となった 95。同意判決は、中国系アメ
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リカ人の志願者の合格の可能性を減じた 96。中国系の指導者は、同意判決が
中国系の子供に人種を理由に教育への平等なアクセスを否定すると主張し、
サフランシスコの公立学校制度に訴訟を提起した 97。

Lowell 高校事件は、AA が過剰代表の成功を収めたマイノリティに不利
益をもたらし 98、AA が包含ではなく天井として機能することを示している 99。
白人の割合が一定の水準を下回る場合に、政治的制約がかけられるとされ 100、
日系や中国系への現実的危険は、AA によって黒人にわずかな社会的資源を
付与することではなく、多様性に基づいて、マジョリティ（白人）に対して
人口に占める割合に応じた社会的資源を付与することで、不利益を被ること
だと指摘されている 101。

モデルとなるマイノリティの概念が浸透し、アジア系アメリカ人のすべて
のグループが一括りに捉えられている状況にあって（Ⅴ 1,2,4）、中国系の過
剰代表に対する敵意 102 は、ときとして、すべてのアジア系アメリカ人へのバ
ックラッシュへと変わり、社会経済的に不利な状況にあるアジア系のグルー
プの支援の必要性を無視することに繋がるため、Lowell 高校の争いで提起
された問題はすべてのアジア系アメリカ人と関連するとされる 103。

４　人種問題の複雑化
マイノリティとマジョリティの関係は人種問題を議論する際に不可欠だが

（Ⅱ 2）、マイノリティ同士の関係も重要であり 104、マイノリティ同士の争い
を考慮する必要がある 105。

ヒスパニックは特定の分野で過剰代表の黒人からその地位を奪うために、
AA を用いるとされる 106。この例として、合衆国郵便公社（the United 
States Postal Service）での雇用をめぐる争いが挙げられる 107。合衆国郵便公
社は、雇用判断の 1 つの基準として、人種を用いる自発的な AA を採用し 108、
ヒスパニックを犠牲にして、不均衡な割合で黒人を雇用する 109。1993 年のシ
カゴでは、黒人は市の労働人口 33％を構成するが、郵政公社職員の 80％以
上を占める。他方、ヒスパニックは市の労働人口の 18％を構成するが、郵
政公社の職員の 4％を占めるに過ぎない 110。ロサンゼルスも状況は同じで、
1993 年に、黒人は市の労働人口に占める割合がヒスパニックと比べて小さ
いにもかかわらず、郵便公社の職員数でヒスパニックをはるかに上回り 111、
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大都市では、公務員における黒人の過剰代表が特に顕著であった 112。合衆国
全体では、1994 年の時点で、黒人は合衆国の労働人口の 10.3％を構成したが、
郵便公社の職員の 20.8％を占めた 113。

AA の目的が黒人の被った特有の差別の救済にある場合には、他のマイノ
リティを AA に包含せず、他のマイノリティと比べて黒人が過剰代表でも
問題はない。他のマイノリティを AA に包含する場合には、多様性の利益
によって AA を正当化する 114。ヒスパニックは、公務員の分野での黒人の

「過剰代表」をなくし、自らを AA に包含するために、多様性から生じる利
益を主張した 115。黒人が過剰代表の分野では、多様性に基づく AA は黒人の
枠を減らす 116。

この事例は、様々なマイノリティが有限な社会的資源を求めるときに 117、
マイノリティ同士での争いが生じる可能性を示しており 118、人種問題はマジ
ョリティ（白人）とマイノリティ（黒人）の枠組に収まらない 119。また、ア
ジア系アメリカ人の中でも日系や中国系のようなグループは、AA により社
会的資源を喪失し、その獲得のハードルが上がるため、AA に反対する者た
ちがいる（Ⅷ）。他方、黒人とヒスパニックの多くは AA に肯定的だとされ
る 120。

マジョリティ（白人）とマイノリティ（黒人）という枠組は人種問題を考
慮する際に浸透し 121、批判的人種理論も黒人に焦点を当てて、様々なマイノ
リティを黒人の枠組に当てはめて議論してきたとされる 122。だが、人口構成
の変化に伴って、合衆国の人種構成は益々多様になっている（Ⅱ１）。マイ
ノリティの中でも各グループの主張が競合し 123、人種問題は複雑になってお
り 124、社会的資源の獲得をめぐる競争は拡大し 125、その競争に関わるグループ
の数は増えている 126。マジョリティ（白人）とマイノリティ（黒人）という
枠組は人種問題を狭く捉え 127、その理解を歪めており 128、上記のような人種問
題を理解できない 129。AA にはマイノリティ同士を反目させる可能性があり、
人種問題を解決するためには 130、マイノリティ同士で競合する主張に取組ま
なければならない 131。

５　マイノリティ同士の争い
社会的資源の獲得の際に人種が重要な要素である場合、各グループは共通
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の利益を求めて組織され 132、政治的に提携し 133、政治力の獲得を試みるとされ
る 134。各グループは社会的資源を獲得する特別な資格（AA の対象者である
資格）を人種に基づいて求めるようになり 135、人種は政治の切り札として使
用される 136。人々は社会的資源にアクセスする際に人種が非常に重要な要素
だと意識し 137、合衆国内の各グループには人種による線引きがなされる 138。
AA による社会的資源の分配を認める場合には、各グループは AA の対象者
となって社会的資源を獲得するために 139、むき出しの政治的争いに陥るとさ
れる 140。各マイノリティが AA による社会的資源の獲得を求めて競合すると
き、ゼロサムゲームとして他のマイノリティとの関係を捉え 141、マイノリテ
ィ同士の緊張関係が高まり 142、AA は手に負えない政治的争いと人種的争い
を導くとされる 143。

マイノリティ同士での争いは、文化的衝突ではなく経済的理由から生じる
ともされ 144、マイノリティ同士での経済的衝突はときに暴力をもたらす 145。誰
もが得たいと考える希少な社会的資源は有限であり 146、AA は対象とされた
マイノリティに社会的資源を付与するが、対象外のマイノリティが獲得する
社会的資源は減少し、獲得のハードルは高くなるため 147、AA は対象外のマ
イノリティを不利な状況に置く 148。例えば、アジア系アメリカ人の AA への
包含は、黒人への社会的資源の分配を減らすとされ 149、AA はマイノリティ
同士の争いを助長する可能性がある 150。移民の増加や人口構成の変化から 151、
マイノリティの概念に含まれるグループ数が増えている状況にあって、マイ
ノリティ同士での争いの危険が増しており 152、社会的資源の獲得の争いに敗
れたマイノリティ（AA の対象外のマイノリティ）は不利益を被る 153。

AA の反対者は AA を批判するために、AA が対象外のマイノリティに不
利益を与えており、AA が社会的資源の獲得を求める道具に過ぎないことを
強調し 154、グループ間での争いは AA のアキレス腱だとされる 155。

かつて、マイノリティ同士の連帯で市民権運動は進展したが、マイノリテ
ィ同士の争いの増加によって緊張関係が増し 156、各マイノリティはあくまで
も自身の社会的資源の獲得に繋がるために市民権運動を支持してきたにすぎ
なかったことから 157、この連帯は崩れているとされる 158。AA を支持する見解
では、マイノリティの中でも AA によって社会的資源を得るグループと、
それの獲得のハードルを上げられてしまうグループがいることを認識しなが
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らも、AA がマイノリティ全体に利益をもたらすと主張する（Ⅱ８，Ⅸ２）。
この見解では、マイノリティが協力して各グループの相違を乗り越える必要
が指摘されるが 159、各グループが AA の是非を判断する際に、自身の社会的
資源の獲得の有無に左右されることを考えると、マイノリティ同士の提携は
難しい。

６　マイノリティ間の政治的争い（De Grandy 判決）
選挙の領域でも、マイノリティ同士での争いが見られる。De Grandy 判

決で、ヒスパニックと黒人の 2 つのグループの原告は、フロリダ州の上院と
下院の再選挙区割り計画が Dade 郡における黒人とヒスパニックの力を違法
に希釈し、1965 年投票権法を侵害すると主張した 160。

地方裁判所は当該法律違反を認めたが、黒人とヒスパニックの原告を調整
するように、上院の選挙区を救済できない 161。当該裁判所によれば、黒人と
ヒスパニックへの救済は相互に排他的である。ヒスパニックをマジョリティ
とする選挙区の創設は黒人の投票力を希釈し、その逆もそのようになる 162。
双方の原告の主張の正当性を認めるが、当該合衆国地方裁判所は、ヒスパニ
ックをマジョリティとし、黒人をマジョリティとする上院の選挙区を加える
のは事実上不可能だと考える 163。

2 つのマイノリティグループに影響を及ぼす立法者のゲリマンダリングの
司法審査を本質的に放棄することで、De Grandy 判決で当該合衆国地方裁
判所は、当該法律が政治力のないグループへのエンパワーメントを暗に意図
するが、より政治力のあるマイノリティグループを暗に支持していると評さ
れる 164。

最終的に、De Grandy 判決で合衆国最高裁は、フロリダ州法が投票権法
を侵害しなかったと述べた 165。合衆国最高裁は、マイノリティ同士の主張の
衝突といった難しい問題に取組まなかった 166。各グループは選好する候補者
の選出を求めて競争するため 167、マイノリティ同士の主張の抵触を如何に解
決するのかという問題は確実に存在する 168。

７　否定派の裁判官によるグループ間の競争の使用
否定派の裁判官は、人種主義が生じる原因はマジョリティによる抑圧では
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なく、合衆国では社会的資源を求めて各グループが争い、AA によって各グ
ループは人種区分を用いて社会的資源を獲得できると認識しているところに
あるとする 169。否定派の裁判官は、AA が各グループに人種を意識させ、争
いを生じさせることから、AA は否定されるべきとする 170。

合衆国では、社会的資源を獲得するために各グループが競合していると理
解すると、あるマイノリティが AA によって社会的資源を得ることは、マ
ジョリティの競争での敗北と社会的資源の喪失を意味する。否定派の裁判官
は、マジョリティが AA によって犠牲を被るイメージを構築し 171、平等保護
条項の下でマジョリティにマイノリティと同じ保護を与えているとされる 172。
多くのグループが社会的資源を求めて競争するという理解を構築すること
で 173、マジョリティをマイノリティと同じに位置づけて、否定派の裁判官は
AA への批判を展開する 174。否定派の裁判官は、数世紀にわたるマイノリテ
ィへの抑圧者から「多くの他者と競争するグループ」へとマジョリティを変
えるために、合衆国が多くの人種グループから構成されていることと、社会
的資源を求めるグループ間での競争の存在を用いたとされる 175。否定派の裁
判官の意見では、マジョリティはマイノリティと「同じ道徳的及び法的な主
張を持った犠牲者のグループ」として認識されている 176。

各グループが社会的資源の獲得を求めて競争していても、AA がなければ、
周縁にあるマイノリティは社会の主流には入れないとされる 177。マイノリテ
ィが代表者を増やしている州議会と自治体の議会はあるが 178、州知事や合衆
国議会ではそうではなく 179、マイノリティが主要機関を統制するのは稀であ
る 180。社会の主要機関がマジョリティによって占められている限り、AA が
必要だと主張される 181。グループ同士での争いの強調は、マイノリティの社
会経済的に不利な状況を改善するためではなく、マジョリティの優位を保護
するのに役立っているとされる 182。

８　二分法による Affirmative Action の正当化
多様性と平等保護の理論について有力な論者であるカーストは、人種主義

の原因はマジョリティ（白人）とマイノリティ（有色人種）の間での社会経
済的不平等にあると特定し 183、各マイノリティが異なる社会経済的状況にあ
り、社会的資源を求めるマイノリティ同士での競争には言及しなかった 184。
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カーストはマイノリティ全体の社会経済的地位の向上がマジョリティへの人
種的従属を是正すると主張し 185、人種問題をマジョリティ（白人）とマイノ
リティの枠組で捉え 186、AA がマイノリティ全体の社会経済的地位を向上さ
せることから、AA を正当化した 187。

AA が特定のグループに利益を与えても、他のグループを犠牲にせず、公
益に努めるのであれば、憲法上問題ない 188。カーストの議論は、AA によっ
てマイノリティの中に社会的資源を喪失するグループがいても、マイノリテ
ィのすべてのグループが総体として獲得する社会的資源が増加し 189、マイノ
リティ全体の社会経済的地位が向上することで、固定観念や偏見が縮減し、
社会的資源を喪失したグループにも利益が及ぼされることを理由に、AA を
正当化する 190。

だが、マイノリティが抱える問題はグループごとに異なり、問題の相互理
解はないとされる 191。マイノリティの人口増加と多様化が進み、各グループ
が社会的資源の獲得を求めている状況で、ある特定のグループへの社会的資
源の分配は他のマイノリティに社会的資源を喪失させ、その獲得のハードル
を高めるため、マイノリティ同士の利益の共通性を強調するのは難しいとさ
れる 192。ほとんどの AA の支持者は、様々なマイノリティの主張を区別せず
に、マイノリティが平等保護の主張に同等の権利を持つとの立場をとるが、
これは怠慢だとされる 193。

Ⅲ　マイノリティの捉え方

１　Bakke 判決
Bakke 判決では、定員 100 人のうち 16 をマイノリティに留保するカリフ

ォルニア大学デービス校メディカルスクールの入学者選抜策の適法性が問題
とされた 194。当該判決では、メディカルスクールの入学者選抜での人種の考
慮は憲法上許容され、問題とされたクォータ制が合憲だとするブレナン裁判
官のグループ（ホワイト，マーシャル，ブラックマン裁判官同調）と、入学
者選抜での人種の考慮は許されず、問題とされたクォータ制は市民権法違反
だとするスティーヴンス裁判官のグループ（バーガー首席裁判官，スチュワ
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ート，レンキスト裁判官）に分かれ、どちらのグループにも属さないパウエ
ル裁判官の単独の意見が、クォータ制は違憲だが、入学者選抜での 1 つの要
素としての人種の考慮は許されるとする判決を下した。

Bakke 判決でパウエル裁判官は合衆国での社会的資源の獲得をめぐるグ
ループ同士の争いと、それに伴うマジョリティの地位の変化について基本的
見解を示した 195。Bakke 判決でのパウエル裁判官による「合衆国はマイノリ
ティの国家」だとする主張 196 は、有名である 197。パウエル裁判官は様々なマ
イノリティによってマジョリティが構成されており、「マジョリティ」と

「マイノリティ」の概念は、必然的に、一時的な配列と政治的判断を反映す
ると示す 198。パウエル裁判官は、合衆国にはマジョリティはいないと考え
た 199。

この見解は、各グループが社会的資源を求めて競合しているという考えに
依拠する。パウエル裁判官は、様々なマイノリティが民主制の下で権力を求
めて適切に競争し、いかなるときもマジョリティは存在せず、競争によって
流動性がある社会として合衆国を描いたとされる 200。また、この見解は白人
がマジョリティを構成し、黒人がマイノリティを構成するという従来の人種
グループの理解を揺るがし 201、パウエル裁判官は、白人から構成されるマジ
ョリティに黒人が従属し隷属しているという理解は変わってきている理解す
る 202。

パウエル裁判官によるマイノリティの捉え方は、平等保護条項は個人への
保障であるという理解に基づき 203、「修正第 14 条の保障はすべての者に拡大
される」と示す 204。Bakke 判決で、パウエル裁判官は、歴史的に不利な状況
に置かれてきたマイノリティと同じ保護に値する者としてマジョリティ（白
人）を特徴づけ、各グループが社会的資源の獲得を求めて競争しているとい
うイメージを展開した 205。マイノリティは社会的資源を求めて競争し、他者
よりも優位な状況に立とうとすると主張することで、パウエル裁判官は、平
等保護の問題を歴史的差別ではなく、政治的獲得にあるとした 206。

パウエル裁判官はマジョリティは直接的に差別を行っていないメンバーに
よっても構成されていると考え 207、AA が差別行為を直接行っていない者に
負担を課すことを懸念し 208、その負担が彼らの怒りを招くことを問題視す
る 209。この考えに基づき、パウエル裁判官は AA に厳格審査を適用し、AA
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の合憲性判断に厳しい態度で臨む 210。AA の支持者は AA に厳格度の低い審
査基準を適用すべきだとするが、その見解の背景には、マジョリティは自ら
の意思で AA を採択し、社会的資源をマイノリティに分配したしたという
想定がある。だが、各グループが優劣のない同等の立場で社会的資源の獲得
を求めて競争しているという理解の下では、マジョリティ（白人）は必ずし
も政治的強者ではなく、AA による社会的資源の分配によって、（自らの意
思に反して）人種を理由に社会的資源を喪失する可能性がある 211。

パウエル裁判官の意見は、入学者選抜委員会の構成員の多数がマイノリテ
ィであったという事実に焦点を当てる 212。このことから、パウエル裁判官は、
政治的に従属させられているグループを犠牲にしており、入学者選抜委員会
の自己取引を監視する必要性があったと認識しているとされる 213。

２　Fullilove 判決
Fullilove 判決では、公共事業に対する連邦補助金の少なくとも 10％をマ

イノリティの所有企業に使用することを義務付ける連邦公共事業法の合憲性
が問題となった。バーガー首席裁判官相対多数意見は「人種あるいはエスニ
シティに基づく優先のいずれもが、憲法上の保障と抵触しないことを確実に
するために、最も厳密な審査を必ず受けるべき」とし 214、問題とされた連邦
法は厳格度の低い審査の下でも、厳格審査の下でも合憲になると示した 215。
同相対多数意見は、あらゆる人種区分には「最も綿密な審査」を要求するが、
合衆国議会には社会的差別を救済する権限があり、合衆国最高裁ではそれに
対して敬譲がなされるべきであり 216、社会的差別による AA の正当化を認め
て、問題とされた連邦法は厳格審査を通過する（合憲になる）として合憲判
断を下した 217。マイノリティは合衆国議会では多数派を形成できないため、
合衆国議会の判断は自己取引ではなく、同意見は合憲性の推定を働かせたと
される 218。

パウエル裁判官は同相対多数意見に加わったが、Bakke 判決での主張
（AA には厳格審査を適用すべきこと、社会的差別の救済による AA の正当
化の否定）を改めて示すために 219、個別に同意意見を執筆した 220。厳格審査を
適用しながらも、Bakke 判決とは異なり、パウエル裁判官が合憲判断に至
った 1 つの主たる理由は、Fullilove 判決ではマイノリティによる自己取引
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の危険がなかったことにあるとされる 221。

３　Croson 判決
（1）マイノリティの位置づけ

Croson 判決では、リッチモンド市と公共事業の第一次契約締結者に対し
て契約総額の 30％をマイノリティ所有の業者に下請けさせる当該市の条例
の合憲性が問題とされた。オコナ裁判官法廷意見は、AA に厳格審査を適用
し、違憲判決を下した。Croson 判決は「マイノリティから成る国家」とい
う Bakke 判決のパウエル裁判官意見の描写をより明確に描いたとされる 222。

問題とされた AA を無効とする際に、合衆国最高裁は、各グループが社
会的資源を求めて競争しており、同等の立場にあると想定した 223。リッチモ
ンド市議会は黒人が多数を占めており 224、その市議会が「単純な人種政策」
に従事していると認識し 225、オコナ裁判官はマジョリティ（白人）による過
去の抑圧（建設業界からのマイノリティの排除）と問題とされた AA を同
一視し 226、人種的排除の歴史を考慮せずに 227、政治的獲得の概念によって平等
保護を理解したとされる 228。

合衆国最高裁は、リッチモンド市の黒人に対し、AA によって社会的資源
の獲得を求める際に、人種的排除の歴史を主張できなくした 229。合衆国最高
裁は人種差別の歴史ではなく、一時的な政治力としてマイノリティとマジョ
リティを捉え 230、平等保護を非常に形式的に理解していると評される 231。オコ
ナ裁判官は、効果的に、マジョリティが政策形成における喪失から司法によ
って保護される新しい権利を作り出したとされる 232。オコナ裁判官は、黒人
の政治家は自身のグループへの社会的資源の分配に関心があり、自己取引を
行っており、共同体の他のマイノリティの社会経済的状況の改善には関心が
ないと想定する 233。即ち、黒人の政治家は公正な統治ができず、すべての者
の最良の利益のために行動できないと考えていたと指摘される 234。　　

AA に肯定的な学説では、AA はマイノリティによる自己利益のための効
果的なロビー活動ではないと主張されるが 235、問題とされた AA が採択され
た当時、リッチモンド市議会では黒人が多数を占め 236、Croson 判決の事情は
特殊である 237。Croson 判決は、州および自治体のレベルで、マイノリティが
大きな政治力を持つと予測される場では 238、マイノリティの政治力の行使に
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よって自身に社会的資源を分配する自己取引が行われており 239、グループ間
での社会的資源の獲得をめぐる競争の存在を AA の重大な欠点として解釈
したと分析される 240。Croson 判決で、合衆国最高裁は、あらゆる状況でマジ
ョリティ（白人）が犠牲者となる可能性があるとは考えておらず、黒人の社
会経済的地位が典型的なマイノリティとしての地位に位置付けられないほど
に大きくなったときに場合にだけ、そのように考えることができると示して
いる可能性も指摘される 241。

（2）社会的差別による Affirmative Action の正当化の否定

リッチモンド市は社会的差別の救済による AA の正当化を主張したが、
オコナ裁判官は、それにより AA を許容することは、人種的排除に繋がる
ことを懸念した 242。社会的差別は広範囲に及び、その立証も容易であり、ど
のグループでも主張できることから 243、各グループが社会的資源を求めて競
争している状況で、社会的差別の救済による AA の正当化を認めることは、
各グループによる他者の排除を正当化することを懸念した 244。

社会的差別とは、AA の実施機関が直接行ったわけではない差別をさす 245。
社会的差別の立証には、個別具体的な差別（AA の実施者が差別行為を行っ
たことと、AA の受益者が差別によって直接的に犠牲を受けたこと）の立証
は必要なく、統計上の不均衡を示せばよい 246。この見解の背景には、差別が
なければ、グループ間での不均衡は存在せず、人口構成比通りになるはずと
の考えがある 247。ここでいう統計上の不均衡とは、地域の人口に占めるマイ
ノリティの割合と問題とされる機関に占めるマイノリティの割合の差である。
人口比と比べて不均衡であることを証明するのは難しくなく、社会的差別の
立証は容易である 248。マイノリティは差別の影響によって、社会的資源への
アクセスを制限されてきたと考えられているが 249、その差別の立証が容易で
あれば、どのグループも社会的資源を獲得する資格がある（AA の対象者と
なる資格がある）と主張できる。マイノリティのすべてのグループが被差別
者であり、AA の対象者となる資格があるとすると、どのグループに社会的
資源を分配するのか（AA の対象者とするのか）、どのグループに社会的資
源の獲得のハードルを上げるのか（AA の対象者から外すのか）について、
無限定な操作が可能になるとされる 250。

合衆国最高裁が社会的差別による救済を否定したのには、限られた社会的
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資源の獲得に際して、複数のグループから社会的差別の救済を理由とした獲
得の主張が提起されたときに、如何にこれに対処するのかが問題であること
を認識していたことが背景にある 251。力のあるグループが自身の社会的資源
の獲得のために、AA を用いる危険があることから、合衆国最高裁は、具体
的差別の認定がなければ、AA は許容されないと示したと指摘される 252。

AA の支持派のマーシャル裁判官の反対意見は、問題とされた AA がリッ
チモンド市の建設業界での排除を経験していないマイノリティ（アリューシ
ャン列島民、エスキモーなど）を対象者とし、「過度に広範」でも、法廷意
見が黒人への救済を無効にする必要はなかった旨を述べる 253。一定のマイノ
リティを対象外にできるとするマーシャル裁判官の見解は、特定の状況では、
あるマイノリティが他のマイノリティと比べて強い救済の主張をできると想
定する 254。AA 支持派の裁判官は、社会的差別の救済によって AA が正当化
されると考える 255。AA の対象者を判断する際に、判断形成機関に多大な裁
量を認め、容易に立証可能な社会的差別の救済の主張によって、どのグルー
プが AA の対象者となるかが決定された場合、判断形成機関の恣意的選好
や各グループの政治力で社会的資源が分配（AA の対象が決定）される 256。
逆に、救済の対象となる差別の範囲を狭く捉え、その立証に高いハードルを
設けると、AA が恣意的になされた判断でない可能性を高める 257。

４　マイノリティの政治的影響力
Metro Broadcasting 判決 258 では、連邦放送委員会（FCC）のマイノリテ

ィへの優遇策の合憲性が問題となった。この施策によれば、放送事業所有者
の人種的多様性を確保するために、競合する新規免許申請者の選抜で、マイ
ノリティが所有し経営に参加している点を選抜の 1 つの要素として考慮する
ことでマイノリティ系企業を優遇し、免許の維持が難しくなった放送事業社
がマイノリティ所有の企業に免許を売り渡す場合には、通常要求される審査
を経ずに譲渡できる。ブレナン裁判官法廷意見は、中間審査を適用し、当該
AA を合憲とした。その際、同法廷意見は、Fullilove 判決バーガー首席裁判
官相対多数意見を参照し、そして Croson 判決で否定派であるスカリア裁判
官同意意見が小規模な判断形成機関では人種的な不正義が生じやすいと指摘
していたことに言及し 259、人種的マイノリティが合衆国議会を牛耳る可能性
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はなく、AA が差別の手段とはならないとして、合衆国議会の判断に対して
敬譲がなされた 260。

Metro Broadcasting 判決までは、合衆国最高裁は、合衆国議会が AA を
採択した場合、それは人種的マイノリティの自己取引でないことから、合衆
国議会の判断に対して敬譲がなされるという立場をとった。合衆国最高裁の
中間派や否定派の裁判官が、平等保護条項の下でマイノリティと同様にマジ
ョリティが保護に値すると示したのは、マイノリティが市議会で多数を占め
ており、自己取引（AA の採択）によって自らのグループに社会的資源を与
え、マジョリティ（白人）に不利益を与えたという特殊な事情によるものだ
と考えることができた（Ⅲ３（1））。

だが、Adarand 判決 261 で、合衆国最高裁は人種的マイノリティが多数を
占めることがない合衆国議会による AA の採択の判断に対して敬譲がなさ
れないという立場を示した。当該判決では、合衆国政府と公共事情契約を締
結した第 1 次締結者が人種的マイノリティの所有する企業と下請け契約を締
結した場合に、下請け金の 10％を追加的に報償として与える法律の合憲性
が問題となった。オコナ裁判官法廷意見は、AA にも厳格審査を適用し、実
体的判断せずに事例を差し戻した 262。当該判決に至り、合衆国最高裁の多数
の裁判官が合衆国議会による AA の採択の判断に敬譲を示さなくなった。
同法廷意見は、平等保護条項がグループではなく個人を保護すると強調し
た 263。

合衆国最高裁の中間派や否定派の裁判官は、マイノリティが多数を占める
ことがない判断形成機関（合衆国議会）が AA を採択した場合も、AA によ
ってマジョリティが侵害を受ける可能性があると示した。この背景には、各
グループの政治力は議会などの判断形成機関で多数を占めているか否かだけ
では、測れないとの考えがある 264。マイノリティの各グループは重要な共通
の利益を持つ傾向にあり、社会的資源の獲得（AA の対象者になること）の
ために結束できる 265。統治体の規模が大きくなると、マイノリティは政治権
力を掌握するには至らないが 266、その政治力を持って多数決のプロセスに影
響を及ぼし 267、自らの利益を獲得する可能性があるとされる 268。

マイノリティは、自らの利益となる問題に大きな政治力を有するとも評さ
れる 269。マイノリティが政治プロセスに十分に参加できる限りは、特に自身
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のグループに特有の利益が問題とされたとき、マジョリティと比べて、とき
として大きな影響力を持つとされる 270。
５　対象者の判断方法

複数のグループが社会的資源の獲得に強力な主張を展開した場合、どのグ
ループに優先的に AA によって社会的資源を分配するのかは難しい問題で
ある 271。どのマイノリティを AA の対象者にするのかは、各機関の任務と関
わり 272、機関ごとに結論は異なり 273、判断形成機関の評価次第だとされる 274。

どのグループを AA の対象者とするのかは判断形成の機関の地域の歴史
を反映し、いくらか恣意的になる可能性が高く 275、判断形成者に足枷がない
と恣意的に判断される危険がある 276。AA の対象者が恣意的によって決定さ
れてしまう場合、それは人種に基づくスポイル制度になるとされる 277。

Ⅳ　合衆国最高裁による Affirmative Action の対象者からの  
アジア系の排除の容認

Bakke 判決の事実によれば、メディカルスクールは「黒人」「チカノ」「ア
メリカンインディアン」「アジア人」をマイノリティとして捉えた 278。1971
年から 1974 年にかけて、特別な入学者選抜策による 63 名のマイノリティの
入学者のうち 12 名のアジア系であり 279、メディカルスクールはアジア系を
AA の対象者としていた。他方、通常の入学者選抜策では、この期間におけ
る 47 名のマイノリティの入学者のうち 37 名がアジア系であった 280。この事
実から 281、他のマイノリティと比べて、アジア系アメリカ人が AA がなくと
も合格する可能性が高いことが示されている 282。

この事実から 283、パウエル裁判官は AA へのアジア系の包含は「通常の入
学者選抜を通じて入学するアジア系の実質的な人数に照らすと、非常に奇異
である」と述べて 284、アジア系の AA への包含を疑問視した 285。パウエル裁判
官の見解は大学に対して AA の対象者からのアジア系の排除を許したが 286、
アジア系の AA への包含を疑問視したのはパウエル裁判官だけであり 287、脚
注で簡潔に指摘されたに過ぎなかった 288。パウエル裁判官はさしたる理由も
示さずに、アジア系アメリカ人を AA の対象者から外したと批判される 289。
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Grutter 判決でも、アジア系アメリカ人の AA への包含にわずかながら言
及された。その言及はミシガン大学ロー・スクールの入学者選抜策起草委員
会の委員長の証言であり、当該委員長は、当該ロー・スクールは十分な人数
のアジア系アメリカ人を既に入学させていることから 290、人種的及びエスニ
シティの多様性を促進するこの施策にアジア系アメリカ人を包含していない
と示した 291。合衆国最高裁は事実にこの証言を組込んだが、この意見に取組
んだ裁判官はいなかった 292。Bakke 判決と Grutter 判決において、合衆国最
高裁はアジア系アメリカ人の状況が他のマイノリティグループのそれとは異
なっていると認識していたが、それは非常に簡潔な格言か、脚注においてで
あり、さほど意識していなかった 293。

アジア系の中には社会経済的に不利な状況にあり、上位の高等教育機関で
過少代表のグループが存在するが、AA の対象者へのアジア系の包含につい
て、合衆国最高裁はさほど関心を払わず、この無関心は多様性の基づく AA
からアジア系アメリカ人を排除するとされる 294。

Ⅴ　モデルとなるマイノリティ

１　モデルとなるマイノリティの概念の登場
マイノリティは差別の影響によって、社会的資源へのアクセスを制限され

てきたと考えられているが 295、合衆国には社会経済的に比較的成功を収めた
マイノリティが現れた。1966 年のニューヨークタイムズの「サクセススト
ーリー：日系アメリカ人のスタイル」と題された記事は、第二次大戦中の日
系人のキャンプへの収容などの苦境にもかかわらず、日系人の社会経済的状
況は他のマイノリティと比べて良好であり、支援がなくとも社会経済的成功
を達成できると結論付けて、「モデルとなるマイノリティ」の概念を示し
た 296。この記事が「モデルとなるマイノリティ」という言葉を正式に作り出
したとされ 297、これが広がり、ニューヨークタイムズの記事から 1 年後、U.S. 
News and World Report は合衆国内で成功を収めたマイノリティとして中
国系アメリカ人を描き、彼らが努力によって社会経済的に高い地位を獲得し
たと描いた 298。

これに続き、合衆国の様々な有力誌は、上位の高等教育機関に占めるアジ
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ア系アメリカ人の総数などを引用して、モデルとなるマイノリティの概念を
広め299、その概念は強化され300、異論のない想定として合衆国に浸透し301、定着
したとされる 302。

２　アジア系アメリカ人の一元的理解の浸透
「モデルとなるマイノリティ」の概念によって、アジア系アメリカ人は経

済的に合衆国で成功したマイノリティであるとの考えが引き出された 303。「モ
デルとなるマイノリティ」は合衆国の主流への同化に成功し、社会的資源を
獲得する際に 304、経済的及び社会的障害から何らの被害も被っていないと考
えられた 305。日系や中国系など、合衆国で社会経済的に比較的成功を収めた
グループは「勤勉で、教育水準が高く、成功を収めている」ことから、合衆
国の社会の主流に十分に統合されていると認識された 306。

アジア系アメリカ人は多様なグループから構成され 307、「モデルとなるマイ
ノリティ」として言及された日系や中国系以外の他のグループの多くは言語
的な障壁などから低学歴で、低賃金の仕事に就く者が多く 308、社会経済的地
位が低い 309。

日系や中国系とは異なり 310、アジア系アメリカ人の中には社会経済的地位
の低いグループが多数存在し、すべてのアジア系アメリカ人を他のマイノリ
ティと異なるとは考えられない 311。アジア系の中でも成功を収めていないグ
ループの置かれた社会経済的状況は言及されず 312、合衆国では、モデルとな
るマイノリティの概念（日系と中国系の成功）がすべてのアジア系アメリカ
人に適用された 313。合衆国では、アジア系の社会経済的地位の向上の可能性
について、一元的理解が広がった 314。

３　不利な状況にあるアジア系の Affirmative Action 対象者からの排除
社会経済的に成功を収めたグループ（日系、中国系など）も社会経済的に

不利な状況にあるグループも同じ「アジア系アメリカ人」として一括りに捉
えられ 315、社会経済的に成功を収めた均質な人種として描かれた 316。多くの白
人と非アジア系のマイノリティはアジア系のグループを細分化せず 317、これ
は「モデルとなるマイノリティ」の固定観念を強めた 318。

モデルとなるマイノリティの概念は、アジア系アメリカ人のすべてのグル
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ープは AA がなくとも社会経済的成功を収める可能性が高いことを含意し
ており 319、異なる状況にある様々なグループを一括りにする想定は非常に危
険だとされる 320。アジア系アメリカ人という枠組で一括りにされ、アジア系
の中でも社会経済的に不利な状況にあるグループも「モデルとなるマイノリ
ティ」として捉えられ、AA の対象から外された 321。

アジア系の中でも不利な状況にあるグループは、成功を収めているアジア
系（日系と中国系）と同じに取扱われ、後者が上位の高等教育機関の学生に
占める割合が高いことから 322、大学の多様化に必要ないグループだと判断さ
れてしまう 323。例えば、フィリピン系は上位の高等教育機関で過少代表だが、
中国系や日系と同じ枠組で捉えられると 324、AA の対象にはならず 325、マジョ
リティ（白人）と比べても合格に要求される学力のハードルが高くなるた
め 326、明かに差別的だとされる 327。アジア系の中でも社会経済的に成功を収め
ているグループ（日系や中国系など）とそうでないグループを一括りに捉え
ることは 328、人種的不平等を無視すると主張される 329。成功を収めたグループ

（日系や中国系）の存在によって、アジア系アメリカ人のすべてのグループ
が AA がなくとも成功すると考えられたのは不幸であったと評される 330。
AA の反対者が、AA は「不利な状況にあるグループの中でも支援を最も必
要としている者を支援していない」331 と指摘する 1 つの理由は、この背景が
あると考える 332。

４　一元的理解への批判　　
アジア系アメリカ人のすべてのグループを一括りに捉えることは、日系や

中国系と同質に扱われることで、社会経済的に不利な状況にある他のアジア
系グループの状況を無視し 333、モデルとなるマイノリティというレンズを通
じてアジア系アメリカ人全体を見ることで 334、アジア系アメリカ人に対する
抑圧が隠されると指摘される 335。

合衆国市民が AA を考えるときに、その多くは、AA は黒人やヒスパニッ
クに実施され 336、アジア系アメリカ人が AA を必要としているとは考えない
とされる 337。モデルとなるマイノリティの概念が浸透したことで、アジア系
アメリカ人のすべてのグループは AA がなくとも成功する可能性が高いと
考えられ 338、各グループの社会経済的状況を考慮せずに、アジア系アメリカ
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人に含まれることを理由に、自動的に AA の対象者から外されているとさ
れる 339。

アジア系アメリカ人のいずれのグループがモデルとなるマイノリティだと
想定することは、社会経済的に不利な状況にあるグループに不利益を及ぼす
ため 340、この概念の盲目的適用はすべきではないとされる 341。アジア系アメリ
カ人の中には AA がなければ社会的資源の獲得が難しいグループが存在し、
画一的に AA の対象者から外すのは誤りだとされる 342。

社会経済的に不利な状況にあるアジア系に社会的資源を獲得する機会を開
くため 343、アジア系アメリカ人に AA は必要ないという想定は考え直される
べきだとされる 344。「モデルとなるマイノリティ」の概念によって AA を廃止
し、マイノリティの社会経済的地位を貶めることは許されないと主張され
る 345。

５　Affirmative Action の反対者によるモデルとなるマイノリティの使用
（1）マイノリティの社会経済的成功の可能性

差別を受けてきたが 346、AA がなくとも社会経済的に比較的成功を収めて
いるグループ（日系と中国系など）の存在は、それらのグループに AA が
不要だと主張されるだけでなく 347、AA がなければ社会的資源を獲得できな
いマイノリティに対して、成功したマイノリティと同じように努力して、
AA に頼らずに社会的資源を獲得すべきだという考えを生じさせる 348。アジ
ア系の一定グループの社会経済的な成功によって、AA を支持する理論は批
判にさらされている 349。　

AA の反対者は、アジア系アメリカ人の中に社会経済的に成功を収めたグ
ループがいることを挙げて、各グループは努力によって社会的資源を獲得す
べきであり、AA は必要ないとし 350、すべてのマイノリティに AA は不要だ
と主張する 351。AA の反対者は、AA がなくとも成功を収めたマイノリティ
がいることから 352、AA の廃止はマイノリティを必ずしも不利な状況に置か
ず 353、AA の廃止によって一定のマイノリティが不利益を被ることもなくな
ると考える 354。

すべてのマイノリティに AA が不要だと主張するために、AA の反対者に
よってモデルとなるマイノリティの概念が使用されることから、黒人の中に
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は、アジア系アメリカ人が部分的には人種的ヒエラルキーの上位におり、白
人の特権を維持し黒人の進展を遅らせる一方、白人の優越性に対する黒人の
批判を掘り崩すグループ 355 あるいは「中間のマイノリティ」として、白人と
黒人の緩衝として彼らを認識する者がいる 356。AA の反対者によるモデルと
なるマイノリティの概念の使用は、マイノリティ同士の緊張関係が高まる 1
つの要因となっている。

（2）不利益を受けるマイノリティの存在

AA によって、日系や中国系などの比較的成功を収めたマイノリティは獲
得する社会的資源を減らされ、その獲得のハードルが上がり、不利益を被る

（Ⅶ１）。AA 否定派であるトマス裁判官は、AA を批判するためにこの状況
を用いた 357。テクサス大学オースティン校の入学者選抜の AA の合憲性が問
題とされた Fisher Ⅰ判決で、トマス裁判官は、白人とアジア系アメリカ人
が AA によって不利益を被っており、AA による合格者よりも学力が高いに
もかかわらず、不合格とされた者がいることを強調し、AA を違憲だとす
る 358。

アジア系アメリカ人の各グループの状況が異なることを認識しておらず、
トマス裁判官は AA に反対する武器として 359、モデルとなるマイノリティの
概念を用いているとされる 360。AA の批判者は、比較的成功を収めた一部の
グループ（日系や中国系）の存在を強調し 361、社会経済的に不利な状況にあ
る他のマイノリティに AA が必要であるという議論を否定する 362。

Ⅵ　判断形成機関への敬譲の危険

１　アジア系の Affirmative Action への包含に関する大学の判断
Bakke 判決でのパウエル裁判官意見は多様性による AA の正当化を示唆

したが、それは単独の意見であり、その重要性を認める学説 363 と先例として
の拘束力はないとする学説に分かれた 364。だが、Bakke 判決以降、合衆国の
大学は多様性に基づく AA を展開し、パウエル裁判官の意見は社会に大き
な影響を与えた 365。

多様性に基づく AA の対象者にアジア系アメリカ人を含めるか否かは大
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学ごとに分かれ、含める大学 366 とそうでない大学があり 367、アジア系アメリ
カ人が多様性に貢献するのかどうかを判断する際に、各学校の判断は一致し
なかった 368。もっとも、カリフォルニア大学バークレイ校、同ロサンゼルス校、
スタンフォード大学などの上位の高等教育機関ではアジア系アメリカ人が人
口に占める割合と比べて過剰代表であることから、アジア系のすべてのグル
ープが AA の対象者から外された 369。1960 年代にはアジア系アメリカ人は
AA の対象者とされることが多かったが 370、その後は上位の高等教育機関の
学生に占めるアジア系の割合が過剰代表であると判断され、AA の対象から
外されていき 371、1990 年代には、アジア系アメリカ人が AA の対象者とされ
ることはほとんどなくなった 372。

２　過少代表のアジア系の排除
アジア系の中でも成功を収めているグループ（日系や中国系）には被差別

経験があり、黒人と同じように、補償を受ける資格があるとも主張される
が 373、上位の教育機関で過剰代表であることから、他のマイノリティとは異
なり、AA の対象者から外された 374。アジア系アメリカ人として一括りに捉
えると 375、一定のグループが過剰代表であることから、人口に占める割合と
比べて上位の高等教育機関でアジア系の総数は既に十分な割合を占めている
ため 376、多くの大学が AA の対象者からアジア系のすべてのグループを外
す 377。多くの大学は上位の高等教育機関に占めるアジア系アメリカ人の総数
に着目し、アジア系でも過少代表のグループがいるのにもかかわらず 378、そ
れらのグループに目を向けず、「モデルとなるマイノリティ」の神話に囚わ
れているとされる 379。成功を収めたグループ（日系や中国系など）とともに
不利な状況にあるアジア系の各グループが一括りに捉えられ、AA の対象者
から排除されることで、不利な状況にあるグループは社会経済的に低い地位
に貶められる 380。

ミシガン大学ロー・スクールも社会経済的に成功を収めたグループも過少
代表のグループもアジア系アメリカ人として一括りに捉え 381、アジア系アメ
リカ人全体が学生に占める割合を考慮して、アジア系アメリカ人を AA の
対象者から外した 382。成功を収めた「モデルとなるマイノリティ」という考
えは、アジア系の中でも社会経済的に成功を収めたグループと不利な状況に
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あるグループを同じ枠組で理解し、後者であっても社会経済的成功を得る際
に AA による手助けは必要なく 383、AA の対象者たる資格がないという想定
を作り出した 384。

アジア系は 1 つの枠組で捉えられることで 385、過少代表のアジア系の社会
経済的に不利な状況は放置される 386。合衆国最高裁がアジア系の中でも「過
剰代表」と「過少代表」のグループを区別しない場合には、多様性の名の下
に、「過少代表」のグループを不利な状況に置き続ける 387。

３　敬譲型の厳格審査の危険
従来、合衆国最高裁は合憲性審査に際して人種区分に厳格審査を適用し、

判断形成機関の判断に敬譲がないとの立場を示した 388。Grutter 判決で、AA
の合憲性を審査する際に、オコナ裁判官法廷意見は（人種区分を危険視し、
違憲性を推定する）懐疑主義に依拠したが、目的審査と手段審査で、判断形
成者（大学）の判断に対して敬譲がなされる敬譲型の厳格審査を適用した 389。
厳格審査が適用された際には、通常は違憲の推定がなされるが 390、オコナ裁
判官法廷意見では、修正第 1 条に基づき教育的任務に係るロー・スクールの
判断に対して敬譲があり、反証がなければ、ロー・スクールの側に誠実さを
推定すると示して 391、証明責任を移行させる 392。同法廷意見は、多様な学生構
成から生じる教育的利益がやむにやまれぬ利益であるのかを論じたが 393、ロ
ー・スクールの主張が単なる口実に過ぎないのかどうかを審査していない 394。

多様性を求める入学者選抜策でアジア系は不利に取扱われているにもかか
わらず、Grutter 判決では、合憲性審査の際に判断形成機関への敬譲があり、
厳密な司法審査がなされていない 395。Grutter 判決において、合衆国最高裁は
ロー・スクールの主張を額面通りに認めて、ロー・スクールの自己統制能力
に多大な信頼を寄せており 396、判断形成機関（大学）には入学者を選抜する
際に顕著な裁量を許された 397。

入学者選抜での人種使用を正当化するやむにやまれぬ利益は、多様な学生
構成によって生じる。多様な学生構成は、過少代表のマイノリティの学生が
相当数在籍することで達成される。合衆国最高裁は、多様な学生構成の達成
は、修正第 1 条の中核に関わるロー・スクールの任務にとって重要事項だと
判断した。Grutter 判決では、相当数の判断（どのグループの学生が任務の
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達成にとってどれだけ必要であるかの判断）は裁判所には審査できず、ロ
ー・スクールに完全に委ねられた。

相当数の判断がロー・スクールに委ねられたことで、それが達成されてい
る（あるいは達成されていない）と主張して、判断形成機関はあるグループ
を AA の対象者に包含（あるいは排除）できる 398。敬譲によって実質的審査
がなければ、判断形成機関は AA の対象者を何らの制限なしに決定でき 399、
どのグループが相当数に達しているか否かの判断はロー・スクールの独断と
なり 400、ロー・スクールの主張がそのまま裁判所の結論になる 401。この点が敬
譲型の厳格審査の最たる問題だとされており 402、判断形成機関の主張を裁判
所の結論と取り換える事態になっている 403。

AA の対象者からの排除によってアジア系アメリカ人が不利益を被る場合
でも、Grutter 判決は実質的な審査をせずに、その判断を大学に委ね、判断
形成機関の判断への敬譲は、AA の対象者からアジア系アメリカ人を外す際
に、大学の主張する基準の採用を許す 404。敬譲型の厳格審査の下では、判断
形成機関がアジア系アメリカ人を同質なグループとして一括りに捉えた場合

（アジア系を一括りに捉える判断は、アジア系の中でも過少代表のグループ
を排除する可能性が高いと指摘される 405。実質的な審査なしに、大学の判断
を認めることになり、アジア系に重大な影響を及ぼす 406。過少代表のアジア
系のグループは過剰代表のアジア系と同列に扱われることで合格のハードル
が高くなり 407、不利に取り扱われるが 408、敬譲型の厳格審査を適用する限り、
裁判所はそれに無関心である。不利な状況にあるマイノリティ（過少代表の
アジア系）への無関心を大学に許容していることに、Grutter 判決の敬譲型
の厳格審査の危険があるとされる 409。

Ⅶ　マジョリティによるアジア系の排除

１　上位の教育機関での成功を収めたマイノリティの排除
アジア系の一定のグループ（日系や中国系など）は上位の高等教育機関の

入学者枠の獲得で驚異的成功を収めており、合衆国の最上位の学校の入学者
選抜の担当者は、その状況を懸念した 410。一定のグループ（日系や中国系な
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ど）が過剰代表であるため、アジア系アメリカ人は総数としての過剰代表で
あり、いくつかの上位の大学では、アジア系アメリカ人の合格者に上限が設
けられ、アジア系アメリカ人に合格に要求される学力の水準はマジョリティ
を含めて他のグループと比べて高い 411。

アジア系アメリカ人は差別行為を行っておらず、差別の犠牲者であるにも
かかわらず（Ⅴ５（1））、AA によって社会的資源の獲得のハードルを高く
されており 412、AA の犠牲者であり 413、不当に差別されているとも主張され
る 414。希少な社会的資源（上位の教育機関の入学枠）は有限であり、上位の
教育機関の入学者選抜の AA によって他のマイノリティに枠が与えられる
ことで、成功を収めたマイノリティは社会的資源の分配（上位の教育機関の
入学者数）を減らされた 415。

２　多様性の理論
従来、AA は差別の救済を理由に正当化されたが、マジョリティ（白人）

とマイノリティとの社会経済的格差の原因が差別だと証明するのは難しく 416、
AA の正当化理由は多様性に移行した。多様性に基づく AA は、多様性によ
って生じる利益によって AA を正当化する。この多様性の理論は、アジア
系の成功を収めたマイノリティに社会的資源の獲得のハードルを高め、マジ
ョリティが社会的資源を獲得するためにも用いられた 417。成功を収めたマイ
ノリティにとって、AA によって黒人などのマイノリティに枠を明け渡すの
は些細なことであり、多様性の理論によってマジョリティと比べて社会的資
源の獲得のハードル高められるのが大きな問題だと主張される 418。

大学の入学者選抜の担当者は、人口統計に基づき、何らかの理想的な人種
的均衡を念頭に置いていたとされる 419。アジア系の一定のグループ（日系や
中国系など）の学力は高いため、入学者選抜が厳密に学力に基づくと、それ
らのグループが上位の教育機関の入学者に占める割合が大きく増え、マジョ
リティがそれに占める割合は減る（Ⅷ３）。

AA によって理想の人種的均衡を求めると、アジア系の一定のグループ
（日系や中国系など）の入学者は制限される 420。上位の教育機関での入学者選
抜の場面では、多様性に基づく AA は、マジョリティ（白人）が有限な社
会的資源（上位の教育機関の入学枠）の獲得を最大化しようとする取組であ



桐蔭法学 29 巻 1 号（2022 年）

32

るとも考えられる 421。上位の教育機関での多様性に基づく AA はマイノリテ
ィに利益を及ぼすと説明されてきたが 422、マイノリティではなく白人を利す
る場合があり 423、多様性の理論は、AA がマイノリティへの社会的資源の付
与のために実施されるという考えを掘り崩す 424。

アジア系が入学者選抜で不利に取り扱われているとの主張がなされ 425、そ
のような主張はいくつかの大学の内部調査と、州及び連邦の機関による入学
者選抜策の調査を導いた 426。結果として、いくつかの大学は入学者選抜の際
にアジア系を不利に取り扱っていたことを認めた 427。例えば、カリフォルニ
ア大学バークレー校とブラウン大学による記録の開示によって 1980 年代に、
学生構成に占めるマジョリティ（白人）の割合を維持しようとした結果、入
学者選抜でアジア系が不利に取り扱われていたことを認めた 428。

いくつかの上位の高等教育機関は、入学者に占める白人の割合を維持する
ために、アジア系の入学者を制限した 429。いくつかの研究は、ハーバード大
学が、アジア系に合格に要求される学力水準を白人と比べて高く設定してい
たと示す 430。

アジア系の一定のグループ（日系や中国系など）は、AA が自らにもたら
す不利な状況にあまり注目が集まらない状況にあって 431、上位の高等教育機
関の入学者選抜で、マジョリティと同じ条件での競争し 432、極端に合格のハ
ードルが高くならないことを求める 433。

３　合衆国最高裁で多様性に基づく Affirmative Action が許容された背景
AA の合憲性に関して、合衆国最高裁では AA を常に違憲と判断する否定

派と常に合憲と判断する肯定派が拮抗する状態が長く続き 434、中間派の裁判
官が AA の合憲性を左右する評決を下してきた 435。中間派の裁判官は基本的
には AA に否定的判断を下すが 436、ときとして合憲判断を下しており、穏健
な保守派だとされる 437。

中間派の裁判官は、自らの判断が政治的に悪い結果をもたらすことを危惧
し438、世論に敏感であり439、それを踏まえた判断を下す440。合衆国市民からの司
法への信頼が、合衆国最高裁の正統性を支えており 441、合衆国最高裁の判断
が公衆に受け入れられるものではないときに、公衆は合衆国最高裁に不信を
抱くため、マイノリティの利益を保護するために、多数の者から激しい反対
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を受けるときに、合衆国最高裁の正統性は揺らぐ 442。中間派の裁判官は、合
衆国最高裁の正統性を維持するために、判決が社会に受け入れられるのかを
特に考慮する 443。　　

AA には激しい政治的反対があったが 444、それに対する揺り戻しから 1990
年代後半には弱まり、AA への政治的支持が強くなったとされる 445。多様性
による AA の正当化が認められたのには、それへの政治的支持があり、多
様性の価値が公衆に受け入れられたことが背景にある 446。

４　判断形成機関への裁判所による敬譲の危険　
裁判所が厳密な合憲性審査をしない場合には、むき出しの人種的判断を行

う危険があり 447、平等保護条項の核心が侵害されると指摘される 448。どの多様
性が必要であるのかについて、大学の判断に多大な敬譲を認めることは、裁
判所が憲法を後退させる手助けをすることになるとされる 449。Grutter判決で
は敬譲型の厳格審査が適用され、合衆国最高裁では判断形成機関（大学）の
判断に敬譲がなされることから、実質的審査なしに、過少代表のアジア系の
グループが不利な状況に置かれ続ける危険があった（Ⅵ２，３）。同じように、
判断形成機関がマジョリティ（白人）の割合を維持するために、アジア系の
一定グループの合格者に上限を設けると決定した場合、敬譲型の厳格審査の
下では、綿密な審査なしにこの判断が認められる。

公立大学は政治機関であり 450、人種的選好に基づいて判断する誘惑にから
れているとされる 451。裁判における政治機関への敬譲は、恣意的判断を許す
危険があるとされる 452。政治機関には、AA を通じて人種的不平等を是正す
る権限があるとされるが 453、政治プロセスにおいて政治力のあるグループに
よってなされた人種に基づく判断は、憲法上疑わしいとされる 454。合衆国憲
法は、公立大学を含めて、あらゆる政府機関への不信の上に成立しており 455、
憲法は各グループの政治力だけに基づく社会的資源の分配を禁止する 456。断
形成機関に人種考慮に関して多大な裁量を与えると、人種的選好に基づいて
政治的対立者に不利益を課すために政治力が使用される危険があり 457、その
ような行為は人種区分を正当化する憲法上の利益を構成しないとされる 458。
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Ⅷ　アジア系アメリカ人による Affirmative Action への批判

１　社会的資源の獲得と Affirmative Action への反対
モデルとなるマイノリティの概念の浸透によって、社会経済的に不利な状

況にあるグループも含めて、すべてのアジア系は AA の対象者から外れた。
AA の対象者からの排除によってアジア系アメリカ人は社会的資源へのアク
セスのハードルを高くされているため、アジア系を AA の対象者にすべき
との議論が展開された（Ⅴ４）。だが、希少な社会的資源が有限である以上、
AA の対象者へのアジア系の包含によって社会経済的地位の低いアジア系に
社会的資源が付与される結果として、アジア系の中でも成功を収めているグ
ループ（日系や中国系）に社会的資源の獲得を難しくする。また、上位の教
育機関の入学者選抜の多様性に基づく AA は、成功を収めているアジア系
の入学者を抑えて、マジョリティ（白人）の一定の入学者数を維持するため
に行われている 459。

AA に関する見解は自己の利益に基づき 460、AA を支持するか否かは、AA
が「希少な資源や物質的な利益への自身のアクセスに如何に影響を及ぼすの
か」で決まるとされる 461。アジア系の中でも成功を収めたグループ（日系や
中国系など）は、AA が自己の社会的資源の獲得を減らすことから 462、AA
に反対する 463。AA がなければ、日系や中国系などのグループが上位の教育
機関の入学者に占める割合は大きく増えると評されており 464、成功を収めた
グループ（日系や中国系）が AA に反対する主たる理由は、AA の廃止によ
って自己の獲得する社会的資源が増えるところにあり、それらのグループは
上位の教育機関でより多くの枠を得ることを望む 465。

成功を収めたグループは、自身が AA がなくとも成功を収め、AA の廃止
によって自己の獲得する社会的資源が増えると考えており 466、自身を「モデ
ルとなるマイノリティ」だと考える 467。これらのグループが AA に反対する
議論は、モデルとなるマイノリティの内在化によって構築されていると指摘
される 468。
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２　中国系による Affirmative Action 復活への反対
アジア系アメリカ人の AA への包含を支持する数多くの論稿が公刊され

ており 469、世論調査でも、アジア系の多数は AA を支持しており、成功を収
めたアジア系による AA への批判はこの点を見逃してはならないとされる 470。

だが、AA の是非に関する見解は、各グループが自身が社会的資源を得る
ことができるかどうかによって決まると考えられる。アジア系の中で不利な
状況にあり、AA の対象者となることで社会的資源を獲得するグループの人
数が多ければ、アジア系全体では AA に好意的な者の割合は多くなる。また、
アジア系が包含するグループは非常に広範囲であり、グループごとに社会経
済的状況もアイデンティティも大きく異なることから 471、アジア系アメリカ
人を一括りにして AA の是非を論じても、あまり意味はない。

カリフォルニア州では、高等教育機関での入学者選抜の AA を禁止する
ように州憲法を修正するイニシアティブが提案され、グループごとの賛否を
見ると、賛成者が多かったグループは白人であり、黒人、ラテン系、アジア
系は反対者が多かったとされる 472。だが、この指摘ではアジア系は一括りと
して捉えられており、各グループでの賛否の割合は言及されていない。この
イニシアティブは採択され、その後、その禁止の廃止を提案する州議会上院
による憲法修正案 5 号（SAC5）によって、州内で AA を復活させる試みが
なされた。しかし、この提案は、アジア系の議員（特に中国系）が強力に反
対し、予期せずに停滞したとされる 473。中国系はこのような州憲法修正を求
めるロビー活動を展開し、カリフォルニア州憲法修正を覆す試みを押さえつ
けた 474。アジア系の全体としては AA の支持者の割合が多かったが、グルー
プを個別に分析すると、それにより不利益を受けるグループは AA に反対
していたことが分かる。

３　メリットシステムに基づく評価の要求
アジア系の中で成功を収めているグループ（日系や中国系など）の中には、

上位の教育機関の入学者選抜の多様性に基づく AA が自身の枠を奪っており、
マジョリティを含めて、他のグループへのクォータであり、本来的に不公正
だとして AA を批判する見解が見られる 475。合衆国では、社会経済的成功に
は個人の能力と資格が重要であるという考えが支配的であり 476、基本的な考
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えとして 477、人々は人種ではなく個人として評価されねばならず 478、社会的資
源の配分の決定に関して唯一関連する要素はメリットだと考えられている 479。
合衆国では、社会的資源の分配は才能と努力によってなされるのが理想だと
考えられており 480、これらの者たちは、グループ間の公正な競争を実現する
ために、厳格なメリットシステムによる選抜を支持する 481。　

上位の高等教育機関の入学者選抜の文脈では、厳格にメリットシステムに
基づいた場合 482、自身に有利に働く（不利に働かない）と考えることから、
日系や中国系などのアジア系は AA を実施せずにメリットシステムを重視
した選抜を行うべきだと主張する 483。また、日系や中国系は差別を受けなが
らも成功を収めているため、それらのグループによるメリットシステムに基
づく厳密な評価の要求の背景には、グループのメンバーであることから生じ
る障害に直面しても、懸命に努力する個人は成功するという想定があると考
えられる 484。

だが、上位の教育機関の入学者選抜が厳密にメリットに基づいても、メリ
ットの操作（どの項目の評価を重視するのか）によって高い評価を得られな
くなる可能性がある旨が指摘される 485。例えば、アジア系アメリカ人は数学
と科学で優れているが、言語に関する能力が低く、1 つの側面で優れている
に過ぎないとされる 486。上位の教育機関の入学者選抜で用いられている学力
の項目も変化しうるのであり、日系や中国系が得意な項目が使用され続ける
保証はない 487。既存の評価基準に基づく厳密なメリットシステムによる評価
がマジョリティに不利益を及ぼす場合には、メリット自体がマジョリティに
よって変更される可能性がある 488。

Ⅸ　アジア系アメリカ人への Affirmative Action の必要性

１　成功を収めたマイノリティの苦境
AA の是非はアジア系アメリカ人の共同体内で意見の分かれる問題であ

る 489。多様性の理論や AA によって、上位の教育機関において、アジア系の
中でも日系や中国系が地位を得るために要求されるハードルは高くなり（Ⅶ
１，２）、それらのグループの中には、AA に対する批判を展開する者が現れ
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（Ⅷ）、それらのグループにも AA が必要であるとの議論が展開されている 490。
同じ学歴と職業の白人と比べて、日系や中国系の年収は低いとされてい

た 491。また、日系や中国系の学歴を考えると、それらのグループが行政機関
の主要ポストや、大企業の役員の地位に占める割合は極端に少ないと指摘さ
れてきた 492。行政機関や大企業の上位の地位はマジョリティに占められてお
り、マイノリティの中で成功を収めているグループ（日系や中国系）でさえ
も占める割合は少なく 493、そこへの参入は難しいとされる 494。

アジア系には指導者としての資質とコミュニケーションスキルが不十分で
あるという固定観念が存在し、それが原因で指導的地位に行き着かず 495、「ガ
ラスの天井」が存在している可能性が指摘される 496。日系や中国系に対する
社会経済的な成功への障壁の強さが確認されている 497。成功を収めているグ
ループ（日系や中国系）でも、指導的地位への進出を妨げる天井があり 498、
AA を実施しなければ日系や中国系に成功への障害が残るため 499、それを取
り除くためにアジア系への AA が必要だと主張される 500。

２　マイノリティ全体への利益の強調
アジア系は、他のマイノリティに対する AA によって上位の高等教育機

関から締め出されていると主張する場合がある 501。日系や中国系などによっ
てなされる AA への批判は、AA を「ゼロサムゲーム」として理解すること
で、日系や中国系は AA から不利益を受けていると想定しているが 502、この
想定は誤りだと主張される 503。その見解によれば、AA はアジア系アメリカ
人のすべてのグループに対する偏見や固定観念を縮減するため 504、アジア系
の中でも成功を収めているグループから利益を奪わない 505。

確かに、上位の高等教育機関の入学者選抜の多様性に基づく AA は、ア
ジア系アメリカ人に合格のハードルを上げる一方で 506、黒人やヒスパニック
などに社会的資源を与えてきた 507。だが、上位の高等教育機関での多様性の
達成は、学習環境を改善し、すべての学生は多様化する社会に適応するより
良い準備ができるため 508、すべてのグループが利益を得ると主張される 509。
AA の肯定的見解では、AA によるマイノリティの包含はすべての者に利益
をもたらすと主張されてきた 510。

アジア系アメリカ人の AA への包含を支持する議論では、1 つのマイノリ
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ティグループとして、アジア系アメリカ人は AA の対象者となる資格があ
り 511、AA はアジア系アメリカ人のすべてのグループに対して、同等に競争
する機会を与える 512。この見解では、AA によってアジア系の中でも成功を
収めたグループ（日系、中国系など）に社会的資源獲得のハードルを高める
が、AA によってアジア系アメリカ人全体の社会経済的地位が向上すること
から、AA を支持する 513。

他方、AA に反対する議論も、AA の廃止がアジア系全体に利益を及ぼす
と想定していると考えることもできる。上位の高等教育機関で AA が廃止
されると、日系や中国系などのグループの合格者が増加し、不利な状況にあ
るアジア系の合格者は減るが、アジア系アメリカ人の総計が増加する場合、
アジア系アメリカ人の総計を重視する立場からすると、それがアジア系アメ
リカ人全体の地位を向上させるため、AA は実施されるべきではないと考え
る 514。

だが、アジア系アメリカ人には非常に広範囲に及ぶ国の出身者が含まれて
おり、各グループは、言語、文化、エスニシティ、宗教、社会経済的状の違
いに従って、アイデンティティを有する 515。故に、AA がアジア系アメリカ
人全体に利益を及ぼすと主張しても、共通性に乏しく、AA によって社会的
資源へのアクセスのハードルが上がってしまうグループにとっては、説得的
でないと考えられる 516。

３　Affirmative Action と否定的な行為
成功を収めたアジア系のグループ（日系や中国系など）による AA への

批判に対して、AA を支持する学説は、AA と人種に基づく否定的行為を区
別した 517。否定的行為は人種を 1 つの「マイナス要素」として考慮し、AA
は人種を 1 つの「プラス要素」として取扱う 518。上位の高等教育機関で課さ
れたアジア系への上限は、AA ではなく否定的行為が原因であり 519、AA に
反対すべきではないと主張された 520。だが、アジア系であることをマイナス
要素としなくとも、他のグループに対して人種をプラス要素とすることは、
アジア系アメリカ人の評価を相対的に下げて、社会的資源の獲得のハードル
を高める。また、希少な社会的資源が有限である以上、あるグループに対す
る社会的資源の付与は他者が獲得する社会的資源を減らす。
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Ⅹ　おわりに

移民の増加などによって合衆国のマイノリティの人口は大きく増加し、マ
イノリティの人口構成も大きく変化した。（Ⅱ１）。AA によって対象となっ
たマイノリティが社会的資源を獲得する一方で、マジョリティがその負担を
負っており、中間派や否定派の裁判官は両者の間に緊張関係が生じることを
懸念した（Ⅱ２）。人口に占めるマイノリティの増加によって、マジョリテ
ィの負担は増しており、AA によって社会的資源を喪失した個々のマジョリ
ティがマイノリティに不満を募らせる可能性が増している（Ⅱ２）。AA は
マジョリティ（社会的資源の喪失者）とマイノリティ（社会的資源の獲得
者）という構図で語られてきたが、マイノリティの中でも成功を収めたグル
ープ（日系や中国系）が上位の教育機関の学生構成に占める割合を大きく増
やすと、マジョリティは自らの占める割合を守るために、多様性に基づく
AA を用いて、それらのグループに対して社会的資源の獲得に必要なハード
ルを高めた（Ⅱ３）。AA をめぐるマジョリティとマイノリティの争いには、
従来とは違う構図（マジョリティが社会的資源を獲得し、マイノリティがそ
れを喪失する）が見られるようになった。AA が開始された当初、合衆国で
唯一の大規模なマイノリティは黒人であったが、人口構成の変化によって
様々な大規模なマイノリティが存在するようになった（Ⅱ１）。社会的資源
が有限である以上、AA によるあるマイノリティに対する社会的資源の分配
は、他のマイノリティに対して社会的資源の獲得のハードルを高める。大規
模なマイノリティが多く存在する状況の下で、各マイノリティは社会的資源
の獲得（AA の対象者になること）を求めて競争するようになった（Ⅱ５）。
ここでも、従来とは違う構図（各マイノリティが社会的資源を求めて争う）
が見られるようになった（Ⅱ５，６）。否定派の裁判官は、各グループが社会
的資源の獲得を求めて争うことで、人種主義が生じると認識し、AA を批判
した（Ⅱ７）。AA の支持者は、AA によってマジョリティが社会的資源を
喪失したとしても、マイノリティ全体の社会経済的地位が向上し、社会全体
に利益をもたらせば、AA はマジョリティにも有益だと主張した（Ⅱ８）。
これは、AA の問題を従来の構図で捉えており、更にはマイノリティに共通
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の利益があると認識しているが、マイノリティは多様化し、各々で抱える問
題も違うことから、この主張は否定派を説得する力を持たなかった。

中間派であるパウエル裁判官は、マジョリティもマイノリティも含めて、
合衆国のすべての人種グループは社会的資源を求めて競争していると考えた

（Ⅲ１）。AA の合憲性を審査する際に、パウエル裁判官は自己取引の危険
（判断形成者が自らのグループを利するために AA を使用すること）を認識
し、AA が対象者自身による自己取引であるのかを注視した（Ⅲ１，２）。パ
ウエル裁判官の立場は、中間派であるオコナ裁判官にも採られ、マイノリテ
ィが判断機関を統制する場合に、自己取引の危険があるとして違憲判断を下
した（Ⅲ３）。また、合衆国最高裁は、マイノリティが判断形成機関を統制
していない場合でも、マイノリティが判断形成機関に及ぼす政治力を考慮し
て、自己取引がなされる危険を認識し、AA の合憲性を厳格に審査する姿勢
を見せた（Ⅲ４）。複数のグループが社会的資源の獲得を求めて主張を展開
するとき、どのグループにそれを分配するのか（AA の対象者とするのか）
を判断するのは難しい仕事であり、判断形成機関に足枷を設けていないと、
恣意的判断を許す危険がある（Ⅲ５）。故に、AA の合憲性審査の際には、
厳格審査が適用される。

アジア系の中には、差別の歴史を持つグループや低い社会経済的地位にあ
るグループが存在するが、AA の対象者から外されてきた。合衆国最高裁は
この問題にほとんど言及せず、容認する（Ⅳ）。アジア系を AA の対象者か
ら外す基になったのは、モデルとなるマイノリティの概念である（Ⅴ１）。
アジア系には社会経済的に成功を収めたグループ（日系や中国系）が存在し、
社会経済的に不利な状況にあるグループがいるが、アジア系のすべてのグル
ープは成功を収めており AA は必要ない（あるいは、現時点で成功してい
なくとも勤勉であるから、AA がなくとも成功できる）と理解された（Ⅴ２，
５）。結果として、社会経済的に不利な状況にあるアジア系のグループは
AA の対象者から外された（Ⅴ３）。そして、AA によって他のマイノリテ
ィに社会的資源が付与されることで、それらのグループは社会的資源の獲得
のハードルをさらに高められた（Ⅴ３）。多くの大学ではアジア系のすべて
のグループを AA の対象者から外したが（Ⅵ１，２）、AA の合憲性審査に際
して、判断形成機関の判断に対する敬譲によって、敬譲型の厳格審査を適用
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すると、社会経済的な地位が低く AA を必要としていても、判断形成に影
響を及ぼすことができないマイノリティは AA の対象者から外されていても、
合憲性審査では特に問題にされない（Ⅵ３）。

マジョリティは上位の教育機関の学生に自らが占める一定の割合を維持す
るために、多様性の理論を用いて、アジア系の入学者に上限を設けることで、
アジア系の中でも成功を収めているグループを排除する（Ⅶ１，２）。AA の
合憲性審査に際して敬譲型の厳格審査を用いると、成功を収めたアジア系の
排除が恣意的であったとしても、それが容易に許容される危険がある（Ⅶ
３）。不利な状況にアジア系は AA への包含を主張するが、成功を収めたア
ジア系は、AA によって自らが社会的資源を獲得するハードルが高められる
ことから、AA の廃止を主張する（Ⅷ１，２）。それらのグループは、上位の
教育機関の入学者選抜で人種の考慮がなければ、より多くの地位を獲得でき
ると考えるため、入学者選抜は厳密にメリットに基づくべきだと主張する

（Ⅷ３）。これに対し、AA を支持する見解からは主要機関の指導的地位では
成功を収めたアジア系も苦境に置かれていること（Ⅸ１）、それらのグルー
プに不利益を及ぼすのは AA ではなく否定的な行為であることが主張され
た（Ⅸ３）。また、AA によって成功を収めているアジア系に対して社会的
資源を獲得するハードルが高まっても、AA によってマイノリティ全体の社
会経済的地位が向上し、マイノリティへの偏見が縮減されるため、AA はそ
れらのグループにとっても有益だと主張された（Ⅸ２）。だが、AA の是非
に関する各グループの見解は、AA によって社会的資源を獲得するか喪失す
るかによって判断される（Ⅷ２）。故に、AA によって社会的資源の獲得の
ハードルが高まるグループに対して、社会全体やマイノリティ全体に利益を
もたらすことからそのグループにとっても有益だと説得するのは難しい。

合衆国が移民の増加や人口構成の変化によって流動する中で、AA に関す
る従来の構図は崩れている。マイノリティは一元的に捉えられず、社会的資
源の獲得（AA の対象者になること）をめぐってマイノリティ同士での争い
が生じており、更には、マジョリティが自らの社会的資源を守るために AA
を用いている。AA の合憲性をめぐる問題を考察する際には、各グループの
複雑な対立関係を踏まえる必要がある。
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